
新旧対照表 
新 旧 

 

 

構造改革特別区域計画 

（略） 

４ 構造改革特別区域の特性 
（略） 

本町は、福岡市のベッドタウンとして人口が増加し続けており、２０２０

年３月末現在の総人口は４７，９３８人、総世帯数は２０，６７７戸となって

いる。 

全国的には人口減少時代が始まったが、本町ではまだしばらくは人口増加

が続くと予測されており、将来推計人口の増加率（２０１５年～２０４５年）

は１．２０４倍で、全国トップクラスの高い伸び率となっている。 

年齢構成は、２０歳代後半から４０歳代の子育て世代の人口が多く、２０

２０年の年少人口（０歳～１４歳）の割合は１８．０％と、全国的に見ても非

常に高い割合を占めている。一方、高齢化率（６５歳以上の割合）は２０２０

年で１７．８％と全国的に見ても非常に低い割合となっているが、高齢化は

着実に進展している。また、核家族化も近隣市町と比べ進行している。 

町内には、町立保育所３園、私立保育所７園、認定こども園１園の計１１園

があり、町立保育所は障害児保育や地域子育て支援の拠点として、私立保育

所は延長保育・一時保育・子育て支援事業などの多様な保育サービスを担い、

それぞれの役割を明確にして特長を活かした保育サービスを展開している。

待機児童数は、令和４年度４月１日現在で国定義では解消されたが、私的待

機児童は依然として多く、保育所施設整備が望まれる一方で、家庭保育者へ

向けた地域子育て支援事業のニーズが高い。 

（略） 

別紙 

（略） 

２ 当該規制の特例措置を受けようとする者 

  粕屋町立仲原保育所 
  粕屋町立 西保育所 

構造改革特別区域計画 

（略） 

４ 構造改革特別区域の特性 
（略） 

人口は、平成２０年７月末現在（住民基本台帳）４０，６１２人、世帯数は

１６，１４５世帯となっている。昭和３５年以降福岡市のベッドタウンとし

て宅地開発が進み、急速に人口が増加したが、昭和６０年以降地価の高騰と

水の安定供給のための建築戸数制限により人口増加率は低下した。その後、

建築戸数制限の解除により人口増加率は高くなり、現在では緩やかな増加と

なっている。 

平成１０年～１４年の出生率は“１５．１”で全国第５位となり、平成１６

年は“１７．２”、平成１７年は“１５．９”と高い数値で推移している。近

年はマンション建設が進み、今後も高い出生率が見込まれている。 

町内には、町立保育所４園、私立保育所１園の計５園があり、町立保育所は

障害児保育や地域子育て支援の拠点として、私立保育所は延長保育・一時保

育・子育て支援事業などの多様な保育サービスを担い、それぞれの役割を明

確にして特長を活かした保育サービスを展開している。待機児童数は、平成

１９年度１０月１日現在で福岡県内第 1 位（政令市除く）となっており、保

育所施設整備が望まれる一方で、家庭保育者へ向けた地域子育て支援事業の

ニーズが高い。 

 

 
（略） 

別紙 

（略） 

２ 当該規制の特例措置を受けようとする者 

  粕屋町立大川保育所 
  粕屋町立仲原保育所 



新旧対照表 
新 旧 

 

 

   
 
 
３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

  構造改革特別区域計画の認定を受けた日 
 
４ 特定事業の内容 

  保育所の給食及びおやつについては町立中央保育所内に併設する保育所給

食センターから各２保育所への外部搬入方式とする。保育所給食センターか

ら搬入される給食及び午後３時のおやつの配膳は、各保育所の配膳室（従来

の調理室）で行い、外部搬入する給食は全年齢を対象とする。 
栄養指導や体調不良児・アレルギーを持つ児童への対応については、保育所

給食センター専任の栄養士が助言・指導を行う。 
 
５ 当該規制の特例措置の内容 

  本事業実施にあたっては、社会福祉施設において外部搬入を行う場合の衛

生基準「保護施設等における調理業務の委託について（昭和６２年３月９日

社施第３８号）」において準拠されている「病院、診療所等の業務委託につい

て（平成５年２月１５日指第１４号）」の第４の２に規定する院外調理におけ

る衛生管理とともに、「保育所における調理業務の委託について（平成１０年

２月１８日児発第８６号）」並びに「保育所における食事の提供について」（平

成２２年６月１日付雇児発第０６０１第４号）における留意事項を遵守し、

衛生面での安全確保・食事の搬入・保管方法など充分配慮しながら施設の職

員が調理していると同様の質の高い給食を提供していく計画である。 
 

 

  粕屋町立 西保育所 
  粕屋町立中央保育所 
 
３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

  構造改革特別区域計画の認定を受けた日 
 
４ 特定事業の内容 

  保育所の給食及びおやつについては町立仲原保育所内に併設する保育所給

食センターから各３保育所への外部搬入方式とする。保育所給食センターか

ら搬入される給食及び午後３時のおやつの配膳は、各保育所の配膳室（従来

の調理室）で行い、外部搬入する給食は全年齢を対象とする。 
栄養指導や体調不良児・アレルギーを持つ児童への対応については、保育所

給食センター専任の栄養士が助言・指導を行う。 
 
５ 当該規制の特例措置の内容 

本事業実施にあたっては、社会福祉施設において外部搬入を行う場合の衛

生基準「保護施設等における調理業務の委託について（昭和６２年３月９日

社施第３８号）」において準拠されている「病院、診療所等の業務委託につい

て（平成５年２月１５日指第１４号）」の第４の２に規定する院外調理におけ

る衛生管理とともに、「保育所における調理業務の委託について（平成１０年

２月１８日児発第８６号）」並びに「構造改革特別区域における『公立保育所

における給食の外部搬入方式の容認事業』について」（平成２０年４月１日付

雇児発第０４０１００２号）における留意事項を遵守し、衛生面での安全確

保・食事の搬入・保管方法など充分配慮しながら施設の職員が調理している

と同様の質の高い給食を提供していく計画である。 
 



新旧対照表 
新 旧 

 

 

（略） 

 

（略） 

⑧ 本町の場合は、町立仲原保育所内に併設する保育所給食センターから他

の町立保育所３か所への搬入であり、事実上「契約」という行為になじまな

いため、保育所給食センター施設長と他の町立保育所施設長との間で「覚書」

を締結することにより対応する。 
 

 
 




